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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第86期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高                 （千円） 10,421,380 40,831,807

経常利益又は経常損失(△)(千円) △44,610 450,987

四半期（当期）純損失(△)(千円) △155,468 △94,011

純資産額                (千円) 19,107,757 20,608,200

総資産額                (千円) 47,002,107 44,448,537

１株当たり純資産額     （ 円 ） 989.82 1,070.25

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）             （ 円 ）
△8.12 △4.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額     （ 円 ）
－ －

自己資本比率           （ ％ ） 40.3 46.1

営業活動による

キャッシュ・フロー      (千円)
512,801 1,561,018

投資活動による

キャッシュ・フロー      (千円)
△3,022,301 △2,486,111

財務活動による

キャッシュ・フロー      (千円)
2,986,751 2,574,198

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高            (千円)
3,374,023 2,946,487

従業員数                ( 人 ) 2,150 1,917

　（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

なお、計測制御機器部門の拡充を図ることを目的として、株式会社ニューエラーを完全子会社といたしました。ま

た、当社子会社のAshcroft-Nagano Keiki Holdings,Inc.がインドのAshcroft India Pvt.Ltd.を設立いたしました。この結果、平

成20年６月30日現在では、当社グループは、当社及び子会社25社、関連会社８社となりました。

３【関係会社の状況】

（1）当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有割
合（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社ニューエラー

（注）１．

大阪府大阪市生野区
千円

444,950

自動車電装品・空

気圧機器の製造・

販売

100  －

（連結子会社）

Ashcroft India Pvt.Ltd.

インド　グジャラート

州ガンディーナガル

市

Rs

408,160

圧力計・圧力セン

サの製造・販売

51

(51)
 －

 （注）１．特定子会社に該当しております。

 　　　２．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合（内数）であります。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 2,150 (520)

　　　　　　 (注）１. 従業員数は就業人員（休職者、非常勤者、当社グループからグループ外部への出向者は除いてお　

ります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト及び人材会社からの派遣社員）

は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　　　２．当第１四半期連結会計期間より新たに株式会社ニューエラーとAshcroft India Pvt.Ltd.が連結子会社と

なったため圧力センサ部門72人、計測制御機器部門39人（35人）、その他部門18人（1人）、営業

部門35人（1人）、研究開発部門30人、管理部門20人がそれぞれ増加しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 673 (319)

 （注）   従業員数は就業人員（休職者、非常勤者、当社から社外への出向者は除いております。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト及び人材会社からの派遣社員）は、当第１四半期会

計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業部門の名称 金額（千円）

圧力計 5,300,181

圧力センサ 2,462,011

計測制御機器 1,394,169

その他事業 1,228,168

合計 10,384,530

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．計測制御機器及びその他事業につきましては、平成20年４月に連結子会社となりました株式会社ニューエ

　　ラーの生産実績を、当第１四半期連結会計期間より含めて記載しております。

　

(2）受注状況

事業部門の名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

圧力計 5,272,077 2,028,191

圧力センサ 2,798,768 1,427,722

計測制御機器 1,655,360 934,264

その他事業 1,233,858 516,410

合計 10,960,065 4,906,588

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．計測制御機器及びその他事業につきましては、平成20年４月に連結子会社となりました株式会社ニューエ

　　ラーの受注高及び受注残高を、当第１四半期連結会計期間より含めて記載しております。

　

(3）販売実績

事業部門の名称 金額（千円）

圧力計 5,384,905

圧力センサ 2,453,894

計測制御機器 1,400,431

その他事業 1,182,148

合計 10,421,380

  （注）１．計測制御機器及びその他事業につきましては、平成20年４月に連結子会社となりました株式会社ニューエ

ラーの販売実績を、当第１四半期連結会計期間より含めて記載しております。

　２．当第１四半期連結会計期間において、総販売実績の10％を超える相手先はありません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とする米国の景気後退懸念や、原油を始め

とする原材料価格の高騰により企業業績が伸び悩み、また物価上昇により個人消費が冷え込む等、景気の減速感が

強まるなか推移いたしました。

このような状況のもと、圧力計部門と圧力センサ部門において、設備投資の抑制や先送り等により前年同期と比

べ産業機械業界向、プロセス業界向及び半導体業界向の売上が減少したことと、対米ドルの為替レートが前年同期

に対して15％強の円高水準になったことに伴う為替換算による減収影響がありましたが、平成20年４月に株式会社

ニューエラーを子会社としたことにより、売上高は104億21百万円（前年同期比6.0％増）となりました。

損益面におきましては、圧力計部門と圧力センサ部門の売上減少と、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の新

規適用に伴う棚卸資産の簿価切下げを実施したこと等により、営業損失は99百万円（前年同期は３億38百万円の営

業利益）、経常損失は44百万円（前年同期は４億40百万円の経常利益）、四半期純損失は１億55百万円（前年同期

は２億68百万円の四半期純利益）となりました。

各部門別の概況は、次のとおりであります。
　
〔圧力計部門〕

圧力計部門では、産業機械業界向、プロセス業界向及び半導体業界向の売上が減少いたしました。

この結果、当部門の売上高は53億84百万円（前年同期比9.5％減）となりました。
　
〔圧力センサ部門〕

圧力センサ部門では、車載用圧力センサ及び建設機械向圧力センサの売上は増加いたしましたが、産業機械業界

向、プロセス業界向及び半導体業界向の売上は減少いたしました。

この結果、当部門の売上高は24億53百万円（前年同期比5.2％減）となりました。
　
〔計測制御機器部門〕

計測制御機器部門では、当部門の拡充を図ることを目的として、株式会社ニューエラーを子会社としたことによ

り、売上は大幅に増加いたしました。当部門における同社の売上高は７億29百万円となり、当部門の売上高は14億円

（前年同期比95.5％増）となりました。
　
〔その他部門〕

その他部門では、計測制御機器部門と同様に株式会社ニューエラーが子会社として加わったことにより、売上は

大幅に増加いたしました。当部門における同社の売上高は６億27百万円となり、当部門の売上高は11億82百万円

（前年同期比107.3％増）となりました。
　

所在地別セグメントの概要は、次のとおりであります。
　
〔日本〕

日本での売上高は70億17百万円となり、営業損失は１億96百万円となりました。
　
〔北米〕

北米での売上高は25億88百万円となり、営業利益は72百万円となりました。
　
〔その他〕

その他での売上高は８億15百万円となり、営業利益は９百万円となりました。

　

(2）財政状態の分析

当第１四半期末の総資産は470億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億53百万円増加し、負債は278億94

百万円となり、前連結会計年度末に比べ40億54百万円増加いたしました。主な増加要因は、平成20年４月に株式会社

ニューエラーを子会社としたことによるものです。また、純資産は191億７百万円となりました。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、33億74百万円となり、４億27百万円の

増加となりました。

  各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。
　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は５億12百万円となりました。

　収入の主な内訳は、減価償却費４億87百万円、売上債権の減少額11億18百万円であり、支出の主な内訳は、たな卸資

産の増加額４億23百万円及び仕入債務の減少４億93百万円であります。　
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は30億22百万円となりました。

　これは主に、子会社株式の取得による支出25億49百万円と生産設備等の有形固定資産の取得による支出２億２百

万円であります。　
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は29億86百万円となりました。

　これは主に、子会社株式取得のための長期借入金の増加等による収入(純額)が33億24百万円と、配当金の支払によ

る支出３億26百万円があったことなどによるものであります。

　

(4）事実上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は３億４百万円であります。

　なお、圧力センサ部門において、従来からの各産業向けの圧力センサとその応用製品開発に加え、米国の子会社　　

S3C,Inc.で車載用・産業用のＭＥＭＳ（Micro Electro Mechanical System 微小電子機械システム）技術による　中・低

圧領域圧力センサの開発を進めております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要

な変更はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,840,000

計 54,840,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月12日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 19,180,984 19,180,984
東京証券取引所　

市場第一部
－

計 19,180,984 19,180,984 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～
平成20年６月30日 － 19,180,984 － 3,880,313 － 3,949,867

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　  　25,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　19,083,400　 190,834 －

単元未満株式 普通株式　  　72,384 　－ －

発行済株式総数 　　　　　19,180,984 － －

総株主の議決権 － 190,834 －

（注）　証券保管振替機構名義の株式254株は「完全議決権株式（その他）」の欄に200株、「単元未満株式」の欄

に54株含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数

２個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

長野計器株式会社
東京都大田区東馬込

１丁目30番４号
25,200 － 25,200 0.13

計 － 25,200 － 25,200 0.13

（注）　当第１四半期会計期間末の自己株式数は25,564株であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 1,200 1,200 1,120

最低（円） 1,017 1,020 991

　　　 (注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員　

氏　　名 役　　名 職　　名 退 任 年 月 日

　　吉 池　潤 一　 　　取　締　役 　　関係会社担当　 平成20年6月27日

（2）役職の異動　

役名及び氏名 新　職　名 旧　職　名 異 動 年 月 日

　　取　締　役

　　塩 入  久 徳
　　技術本部長　 　　技術担当 平成20年７月１日

　　取　締　役

　　眞 島  政 弘

　　上席執行役員　

　　経営企画部長

　　常務執行役員　

　　経営企画部長
平成20年７月１日

　　取　締　役

　　平 井  三 治

　　上席執行役員　

　　営業本部長　

　　常務執行役員　

　　事業本部長　
平成20年７月１日

　　取　締　役

　　武 重　　剛

　　執行役員　製造本部長　

　　兼上田計測機器工場長　

　　執行役員　

　　品質保証部長　
平成20年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,176,430 3,568,540

受取手形及び売掛金 ※1
 9,411,729

※1
 9,596,862

有価証券 86,384 95,685

製品 1,202,353 1,245,062

半製品 2,342,841 2,368,014

原材料 1,771,912 1,056,637

仕掛品 3,109,477 2,291,922

貯蔵品 12,690 12,690

繰延税金資産 562,415 457,422

その他 985,364 828,491

貸倒引当金 △175,825 △159,296

流動資産合計 23,485,775 21,362,032

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,765,884 8,591,629

減価償却累計額 △6,532,246 △5,564,564

建物及び構築物（純額） 3,233,637 3,027,064

機械装置及び運搬具 17,610,250 17,259,440

減価償却累計額 △12,440,784 △11,771,856

機械装置及び運搬具（純額） 5,169,466 5,487,584

土地 4,492,511 4,181,172

建設仮勘定 910,246 854,168

その他 4,220,609 3,450,140

減価償却累計額 △3,799,351 △3,079,173

その他（純額） 421,257 370,967

有形固定資産合計 14,227,119 13,920,956

無形固定資産

のれん 793,692 747,451

その他 1,788,960 1,871,289

無形固定資産合計 2,582,653 2,618,741

投資その他の資産

投資有価証券 4,659,639 4,520,522

繰延税金資産 864,873 877,233

その他 1,184,049 1,149,858

貸倒引当金 △2,001 △808

投資その他の資産合計 6,706,559 6,546,806

固定資産合計 23,516,332 23,086,504

資産合計 47,002,107 44,448,537
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,075,350 4,144,310

短期借入金 4,841,935 4,601,905

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 1,081,950 815,084

未払法人税等 223,483 229,149

賞与引当金 734,612 477,593

役員賞与引当金 8,750 7,000

その他 1,623,078 1,398,656

流動負債合計 12,609,161 11,693,700

固定負債

社債 105,000 110,000

長期借入金 11,291,362 8,504,322

繰延税金負債 1,230,388 1,303,790

退職給付引当金 1,998,365 1,990,248

役員退職慰労引当金 197,440 156,521

その他 462,631 81,753

固定負債合計 15,285,188 12,146,636

負債合計 27,894,350 23,840,336

純資産の部

株主資本

資本金 3,880,313 3,880,313

資本剰余金 3,979,038 3,979,038

利益剰余金 10,671,673 11,154,785

自己株式 △34,777 △34,439

株主資本合計 18,496,248 18,979,697

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 543,850 744,644

為替換算調整勘定 △79,693 777,092

評価・換算差額等合計 464,156 1,521,736

少数株主持分 147,352 106,767

純資産合計 19,107,757 20,608,200

負債純資産合計 47,002,107 44,448,537
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 10,421,380

売上原価 8,088,563

売上総利益 2,332,816

販売費及び一般管理費 ※1
 2,432,360

営業損失（△） △99,543

営業外収益

受取利息 14,333

受取配当金 45,271

為替差益 115,651

持分法による投資利益 17,777

その他 26,444

営業外収益合計 219,477

営業外費用

支払利息 91,868

その他 72,676

営業外費用合計 164,544

経常損失（△） △44,610

特別利益

固定資産売却益 10

投資事業組合運用益 886

賞与引当金戻入額 2,719

特別利益合計 3,616

特別損失

固定資産売却損 68

固定資産除却損 6,061

その他 5,654

特別損失合計 11,785

税金等調整前四半期純損失（△） △52,779

法人税、住民税及び事業税 168,161

法人税等調整額 △60,833

法人税等合計 107,328

少数株主損失（△） △4,639

四半期純損失（△） △155,468
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △52,779

減価償却費 487,388

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18,980

賞与引当金の増減額（△は減少） 208,840

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,125

受取利息及び受取配当金 △59,604

支払利息 91,868

手形売却損 26,837

為替差損益（△は益） 72,602

持分法による投資損益（△は益） △17,777

売上債権の増減額（△は増加） 1,118,532

たな卸資産の増減額（△は増加） △423,578

仕入債務の増減額（△は減少） △493,720

未払消費税等の増減額（△は減少） △253,926

その他 △18,503

小計 717,287

利息及び配当金の受取額 67,356

支払利息及び手形売却損 △117,241

法人税等の支払額 △154,600

営業活動によるキャッシュ・フロー 512,801

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △262,420

定期預金の払戻による収入 281,155

有形固定資産の取得による支出 △202,984

投資有価証券の取得による支出 △51,881

貸付けによる支出 △233,800

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△2,549,281

その他 △3,089

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,022,301

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 5,702,823

短期借入金の返済による支出 △5,708,245

長期借入れによる収入 3,541,090

長期借入金の返済による支出 △216,138

社債の償還による支出 △5,000

配当金の支払額 △326,804

少数株主への配当金の支払額 △635

その他 △337

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,986,751
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 △49,715

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 427,535

現金及び現金同等物の期首残高 2,946,487

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,374,023
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

　株式会社ニューエラーは、平成20年４月

の株式取得に伴い、当第１四半期連結会計

期間より連結の範囲に含めております。

　Ashcroft India Pvt.Ltd.は、平成20年３月に

新たに設立したため、当第１四半期連結会

計期間より連結の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

　　21社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

　当第１四半期連結会計期間において、持

分法の適用に関する事項の変更はありま

せん。

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変
更
　たな卸資産
　　当社及び連結子会社は、通常の販売目的
で保有するたな卸資産について、従来、主
として移動平均法に基づく原価法によっ
ておりましたが、当第１四半期連結会計
期間より「棚卸資産の評価に関する会計
基準」（企業会計基準第９号　平成18年
７月５日）が適用されたことに伴い、主
として移動平均法に基づく原価法（貸借
対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）により算定して
おります。
　　これにより、従来の方法に比べ営業損失、
経常損失及び税金等調整前四半期純損失
は、それぞれ143,471千円増加しておりま
す。
　なお、セグメント情報に与える影響は、
当該箇所に記載しております。

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社
の会計処理に関する当面の取扱い」
の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「連結
財務諸表作成における在外子会社の会計
処理に関する当面の取扱い」（実務対応
報告第18号　平成18年５月17日）を適用
し、連結決算上必要な修正を行っており
ます。
　　なお、これによる損益へ与える影響は軽
微であります。

【簡便な会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　記載すべき事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　記載すべき事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　受取手形割引高 5,477,781千円

　受取手形裏書譲渡高 358,247 
※１　受取手形割引高 5,310,587千円

　受取手形裏書譲渡高 5,101 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　次のとおりであります。

　　荷造運賃　　　　　　　　　　　131,307千円　　　

　　給与諸手当　　　　　　　　　　732,723　

　　福利厚生費　　　　　　　　　　165,041　

　　賞与引当金繰入額               73,249　

　　退職給付費用　　　　　　　　　 45,204　

　　減価償却費　　　　　　　　　　 85,761　

　　研究開発費                    297,067　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,176,430千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△805,841 

有価証券勘定に含まれる現金同

等物
3,434 

現金及び現金同等物 3,374,023 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　19,180千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　25千株　　

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額　

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 263,391 13.75 平成20年３月31日 平成20年６月30日 　利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）

　精密機器事業の売上高及び営業利益（損失）の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益（損失）

の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月1日 至 平成20年６月30日） 　　

 
日本

（千円）　

北米 

（千円）　

その他 

（千円）　

計

（千円）　

 消去又は
全社

（千円）　

 連結

（千円）　

 売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 7,017,414 2,588,199 815,766 10,421,380 － 10,421,380

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
173,364 186,512 370,703 730,579 △730,579 －

計 7,190,779 2,774,711 1,186,469 11,151,960 △730,579 10,421,380

 営業利益又は営業損失（△） △196,896 72,314 9,657 △114,924 15,381 △99,543

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

    北　米：アメリカ合衆国　

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３. (1)に記載のとおり、当第１四半期
連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用
しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、日本における営業損失が、143,471千円増加
しております。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）

 北米 アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円） 2,668,327 954,082 630,376 444,467 4,697,253

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 10,421,380

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
25.6 9.2 6.0 4.3 45.1

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は、次のとおりであります。

北米……… アメリカ合衆国　　アジア ………中国、台湾、韓国　　欧州 ……… ドイツ　　

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

EDINET提出書類

長野計器株式会社(E02329)

四半期報告書

20/23



（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　記載すべき事項はありません。　

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　記載すべき事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 989.82円 １株当たり純資産額 1,070.25円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 8.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（千円） 155,468

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 155,468

期中平均株式数（千株） 19,155

      （リース取引関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　記載すべき事項はありません。

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成20年８月７日

長野計器株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 奈尾　光浩　　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 広瀬　　勉　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている長野計器株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、長野計器株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。　　　　
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